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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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7 地すべり防止区域管理強化事業

県単農地地すべり対策事業

835,097

農業用施設の緊急対策（30か所） 5.30 310,113 310,113

防災減災対策のための調査及び計画策定への支援（52地区）
水路への安全施設設置の支援（15地区）

1.81 791,740 43,357

県単緊急農地防災事業

団体営農村地域防災減災事業

218,233

地すべり防止区域の標識・標柱の更新（62区域）
無人航空機操作技術講習（9人）

0.22 6,661 6,661

地すべり防止施設の補修等（14か所） 3.20 218,233

県営農村地域防災減災事業

地すべり対策事業

（人） （補正前） （２月補正） （補正後）
No 令和２年度　実施内容（予定）

職員数 令和２年度
細事業名

948,178

ため池、用排水路等の補強や石綿管の撤去・更新（53地区）
防災重点農業用ため池の豪雨耐性評価（117か所）

25.10 5,825,748 1,878,450 7,704,198

地すべり防止区域で行う地すべり対策（13地区） 8.10 835,828 112,350

補正により取り組む

事業内容

・「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」に基づき、激甚化・頻発化する災害に備え、排水機場の更
新やため池耐震化などの防災減災対策を実施する。

成果指標
設定理由

①農政部が所管する137か所の地すべり防止区域において、長寿命化工事を進めるため、令和2年度までに長寿命化計画の策定を完了さ
せることを目標とし、成果指標に設定した。
②農村地域の安全を確保するため、耐震不足が確認されたため池37か所における耐震化工事を令和5年度までに完了させることを目標と
し、成果指標に設定した。
③減災対策として地域防災力を向上させるため、市町村におけるため池ハザードマップの作成箇所数を成果指標に設定した。

 概算人件費 （Ｃ） 374,555 357,379 362,496

 概算事業費（B（A）+C） 4,244,503

R元年度 ２年度 ２補正後 指標及びその達成状況

10,038,035

46.23 44.11

①
地すべり防止施設の長寿命化
計画の策定箇所数(か所)

67 95 137

3,869,948

　その他 572,788 612,147 790,637
③

ため池ハザードマップの作成
箇所数(か所)

160 173 590

ため池の耐震化工事の完了箇
所数(か所)

13 16 21

8,361,257 10,400,531

44.11

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

471,769 2,505,926

合計（A) 6,950,914 8,003,878

目指す姿

　機能低下した地すべり防止施設や排水機場のポンプ設備、耐震不足が確認されたため池等の整備を行うハード対策に加え、ため池ハ
ザードマップの作成など災害時の被害を最小化するソフト対策を一体的に進め、農村地域の安全を確保する。

（主な実施内容：地すべり対策事業 13地区、県営農村地域防災減災事業 53地区、団体営農村地域防災減災事業 47地区 など）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円）

Aの
財源

　一般財源 290,929 285,328 288,245

　国庫支出金 3,665,197 4,515,403 5,595,153

　県　債 2,422,000 2,591,000 3,364,000
②

８つの重点目標

当初予算 3,631,988 4,473,455 4,473,455 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 30年度末

元年度末
（見込）

令和２年度前年度繰越 2,311,776 3,058,654 3,058,654

予
算
額 補正予算 1,007,150

部局 農政部

4-1 県土の強靭化

課・室 農地整備課

実施期間 S35 E-mail

事業番号 09 06 04 事業改善シート （令和２年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

県単地すべり防止施設等管理事業 地すべり防止区域における巡視等の管理委託（135区域） 0.38 15,555 15,555

現状
(予算編成時)

　農政部が所管する地すべり防止区域（137か所）において、防止施設の機能低下が生じている。
　豪雨や地震に対する安全性の低いため池や水路等が存在する。
　防災重点ため池を含む規模又は下流への影響が大きいため池の耐震性点検を実施した結果、37か
所で耐震不足が確認された。

令和２年度
補正後額

10,038,035 千円

職員数 44.11 人

nochi@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 農村地域の防災減災対策事業

合計 44.11 8,003,878 2,034,157 10,038,035
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

09 06 04

30年度 元年度

地すべり対策事業 地すべり対策事業
直
接

地すべり防止区域で行う地すべり対策（13地区） 　 352,025 309,750 458,850 267,120 343,350

県営農村地域防災減災事業 県営農村地域防災減災事業
直
接

ため池、用排水路等の補強や石綿管の撤去・更新
（53地区）
防災重点農業用ため池の豪雨耐性評価（117か所）

　 2,482,772 2,907,688 3,717,802 3,423,797 1,938,450

団体営農村地域防災減災事業 団体営農村地域防災減災事業
補
助
金

防災減災対策のための調査及び計画策定への支援
（52地区）
水路への安全施設設置の支援（15地区）

　 116,590 165,135 495,664 541,709 113,357

県単緊急農地防災事業 県単緊急農地防災事業
直
接

農業用施設の緊急対策（30か所） 　 171,502 166,391 166,391 166,391

県単農地地すべり対策事業 県単農地地すべり対策事業
直
接

地すべり防止施設の補修等（14か所） 　 62,666 56,666 52,222 52,222 110,769

県単地すべり防止施設等管理事業 県単地すべり防止施設等管理事業
委
託

地すべり防止区域における巡視等の管理委託
（135区域）

　 - 11,111 15,555 15,555

地すべり防止区域管理強化事業 地すべり防止区域管理強化事業
直
接

地すべり防止区域の標識・標柱の更新（62区域）
無人航空機操作技術講習（9人）

　 10,703 15,247 6,661 6,661

棚田地域保全施設管理事業 棚田地域保全施設管理事業 　 5,238 - - -

　

　

　

　

　

　

　

　

3,201,496 3,631,988 4,913,145 4,473,455 2,505,926 0合　　　　計

備　考
(R元事業番号)
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令和２年度

当初
(千円)

当初
(千円)

要求
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

農地整備課
□当初要求　　□当初予算案

■補正予算案　□点検

細事業
No

細事業名 項目

実
施
方
法

令和２年度　実施内容 令和２年度　実施内容（実績）
２年度
実施
状況

事業番号
事　業　名 農村地域の防災減災対策事業 部局 農政部 課・室


